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持続可能な医療体制の確立

	座　　　　長
	木　村　　　崇
	（自治研中央推進委員・衛生医療評議会）

	副　 座　 長
	青　木　真理子
	（自治研中央推進委員・島根県本部）

	記　　　　録
	千　歳　益　彦
	（自治研中央推進委員・茨城県本部）

	企画・運営他
	迫　　　大　助
	（全国消防職員協議会会長）

	
	松　井　龍之介
	（自治研中央推進委員・中央本部健康福祉局次長）


17日(金)13：00～17：15　きょうさいサロン　芙蓉

	13：00～13：10
	オリエンテーション

	
	　　　　　　座　長：木村　　崇

	13：10～14：20
	基調講演「地域福祉と医療ビジョン　安心とつながりの再生へ」

	
	　　　　　　　　　　宮本　太郎（北海道大学大学院教授）

	14：20～14：30
	質疑・応答

	14：30～15：00
	レポート発表Ⅰ

	
	　①　モデル単組：「兵庫県美方郡の地域医療を守る取り組み」

	
	　　　　　　　　　　兵庫県本部／新温泉町職員労働組合・香美町職員組合・

　　　　　　　　　　　　　　　　美方郡の医療を考える会

	
	　②　要請レポート：「公立雲南総合病院職員組合の地域医療活動への取り組み」

	
	　　　　　　　　　　島根県本部／公立雲南総合病院職員組合

	15：00～15：15
	リフレッシュ・タイム

	15：15～16：00
	レポート発表Ⅱ

	
	　③　要請レポート：「地域医療の崩壊を防いだ『金木病院救急再開物語』」

	
	　　　　　　　　　　青森県／金木病院の救急体制を維持する会　一戸　彰晃

	
	　④　要請レポート：「救急医療体制の現状」

	
	　　　　　　　　　　全国消防職員協議会・会長

　　　　　　　　　　大牟田市消防本部・予防課・指導係　迫　　大助


	
	　⑤　要請レポート：「南檜山地域医療の現状と将来～地域のセンター病院としてのあり方、職員として今何を求められているのか～」

	
	　　　　　　　　　　北海道本部／全北海道庁労働組合・檜山総支部・江差病院支部

	16：00～17：05
	問題提起とミニディスカッション

	17：05～17：15
	まとめ

	
	　　　　　　　　　　安川　文朗（熊本大学大学院教授）

	17：15
	休　会


18日(土) 9：00～12：00　きょうさいサロン　芙蓉

	 9：00～11：40
	パネルディスカッション「持続可能な医療体制の確立に必要なものとは」


	
	　コーディネーター：安川　文朗（熊本大学大学院教授）

	
	　パネリスト：中村　誠吾（連合北海道総合政策局長）

	
	　　　　　　　　　　鯨岡　秀紀（毎日新聞東京本社社会部副部長）

	
	　　　　　　　　　　阿真　京子（『知ろう！　小児医療　守ろう！　子ども達』の会代表）

	
	　　　　　　　　　　永井　孝一（北海道保健福祉部保健医療局地域医師確保推進室参事）

	11：40～11：55
	まとめ

	11：55～12：00
	閉　会


第Ⅱ－②分科会：持続可能な医療体制の確立

	テーマ
	「救急医療崩壊」「医療崩壊」と称される事態にいかに対応するか

	特徴的な情勢
	　医療提供体制において、効率・経済性を重視した社会保障費の抑制を目的とした政策が着実に進行されている。

　「医療崩壊」と称される現象は、①都市部での救急医療体制の崩壊、②地域での医療機関の消滅、③小児科・産科・麻酔科医の減少による診療科の消滅 ― の３つに大別できるが、これら３つの現象が負の相乗効果を生み出し、医療を受ける権利さえも不安定なものにしている。また、公立病院改革ガイドラインは、自治体病院のあり方に大きな影響を与えている。

　都市部では、１次・２次医療機関の減少（夜間診療機関、特定診療科の消失など）、利用者の大病院指向、地方では、①医師・看護師確保の困難性、②医師等の離職、③病院経営の困難性などが問題となっている。

　「地域で対応できる」対策を考え実践するのか、このまま医療格差の拡大を放置してしまうのか、日本の医療体制は大きな帰路に立たされている。

	主要論点と実践課題

（討論の柱）
	【分科会でのキーワード（４視点）】

1.　提供者の視点（①医師、②医師以外のスタッフ）

2.　利用者の視点

3.　自治体の視点

4.　第４の視点

【討論の柱】

1.　求め（られ）る医療体制とは？

2.　持続可能な医療体制づくりへの課題は？

3.　自治体・利用者・医療従事者がつくる持続可能な医療体制のための実践方法は？

4.　医療従事者や自治体職員としての役割は？

5.　自治体・利用者・医療従事者に求められるものは？

　５つの論点をキーワード（４視点）から論じる。

※　本分科会では、原則として制度や施策への批判・要求ではなく、それぞれの立場やそれらの協働により、考えること、出来ること、しなければならないことを学び、地域での実践に役立てることを目的とし議論展開する。
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